変更届出書
　年　月　日　
大船渡市長　渕　上　　清　様
個人事業者の氏名又は法人の名称及び代表者の氏名　　　
平成　年　月　日付けの指定申請について、下記のとおり内容に変更がありましたので、東日本大震災復興特別区域法施行規則第13条第７項の規定に基づき届け出します。
記
１　変更届出書（別紙）のとおり
	担当者職・氏名：○○・○○○○
電話：○○
ＦＡＸ：○○
メールアドレス：○○


変更届出書（別紙）
	

変更後
	変更前

	【指定申請書】

１．個人事業者の氏名又は法人の名称及び代表者の氏名
　　岩手太郎株式会社　代表取締役　岩手　花子

２．個人事業者の住所又は法人の本店若しくは主たる事務所の所在地

　　岩手県○○市○○4丁目5番6号

【指定事業者事業実施計画書】

１．実施する復興推進事業（以下「事業」という。）の内容

　　事業内容　食料品製造業、倉庫業
　　従業員数　40人
　　資本金（法人の場合）　500万円

２．事業の実施場所（及び集積区域名）
　　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

　　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

４．東日本大震災の被災者である労働者の雇用に関する計画
（１）指定事業者事業実施計画期間全体における予定雇用者数　総計40人
（２）年度別内訳
　（イ）平成26年度　（略）
（ロ）平成27年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計40人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

30人
　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

10人

（ハ）平成28年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計40人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

30人
　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

10人

（二）平成29年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計40人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

30人
　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

10人

（ホ）平成30年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計40人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

30人
　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

10人

（ヘ）平成31年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計40人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

30人
　○○市△△4-5-6（○○復興産業集積区域）

10人

５．事業の実施に要する資金の総額及びその内訳並びにその資金の調達方法に関する計画
（１）指定事業者事業実施計画期間全体における事業の実施に要する資金の見込額　 　総計　669,000,000　円
（２）年度別内訳

（イ）平成26年度　（略）
（ロ）平成27年度
　　（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　小計　120,000,000　円
（ⅱ）内訳　
資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
120,000,000
自己資金
　（ハ）平成28年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　122,400,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
122,400,000
自己資金
（ニ）平成29年度
　　（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　小計　124,800,000　円
（ⅱ）内訳　
資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
124,800,000
自己資金
　（ホ）平成30年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　127,200,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
127,200,000
自己資金
（ヘ）平成31年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　129,600,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
129,600,000
自己資金

	【指定申請書】

１．個人事業者の氏名又は法人の名称及び代表者の氏名
　　岩手太郎株式会社　代表取締役　岩手　太郎
２．個人事業者の住所又は法人の本店若しくは主たる事務所の所在地

　　岩手県○○市○○1丁目2番3号

【指定事業者事業実施計画書】

１．実施する復興推進事業（以下「事業」という。）の内容

　　事業内容　食料品製造業

　　従業員数　30人
　　資本金（法人の場合）　500万円

２．事業の実施場所（及び集積区域名）
　　○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）

　　
４．東日本大震災の被災者である労働者の雇用に関する計画
（１）指定事業者事業実施計画期間全体における予定雇用者数　　総計30人
（２）年度別内訳
　（イ）平成26年度　（略）
　　
（ロ）平成27年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計30人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）
30人
（ハ）平成28年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計30人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）
30人
（二）平成29年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計30人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）
30人
（ホ）平成30年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計30人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）
30人
（ヘ）平成31年度
　　（ⅰ）予定雇用者数　　小計30人
　　（ⅱ）内訳
事業所所在地（及び集積区域）
予定雇用者数
○○市△△1-2-3（○○復興産業集積区域）
30人
５．事業の実施に要する資金の総額及びその内訳並びにその資金の調達方法に関する計画
（１）指定事業者事業実施計画期間全体における事業の実施に要する資金の見込額　 　総計　513,000,000　円
（２）年度別内訳

（イ）平成26年度　（略）
（ロ）平成27年度
　　（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　小計　90,000,000　円
（ⅱ）内訳　
資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
90,000,000
自己資金
　（ハ）平成28年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　91,800,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
91,800,000
自己資金
（ニ）平成29年度
　　（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　小計　93,600,000　円
（ⅱ）内訳　
資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
93,600,000
自己資金
　（ホ）平成30年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　95,400,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
95,400,000
自己資金
（ヘ）平成31年度

（ⅰ）事業の実施に要する資金の見込額　　小計　97,200,000　円　　　
（ⅱ）内訳

資金調達先見込
見込額（円）
資金調達方法見込
自己資金
97,200,000
自己資金



